
 

飲食業・宿泊業活性化補助金 

事務手続き（マニュアル） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（公財）２１あおもり産業総合支援センター 

 

■事業期間 

交付決定日 ～（最長）令和５年２月２０日（月） 

 

（使用目的及び留意事項） 

■使用目的 

本マニュアルは、補助事業に係る事務手続き、経理処理、補助金確定及び検

査等を実施する際に準備しておくべき資料等について、基本的事項を記載して

います。   

本書を通じ、補助事業の実施者（以下「補助事業者」という。）及び当セン

ターの間での適正かつ効率的な事務・検査等の実施を期待しております。 

 

■留意事項 

・補助金の経理処理は、通常の商取引や商慣習とは異なります。（※1） 

・本マニュアルは、事務処理、経理処理に関する基本的考え方を示したものです。 

・帳票類の整備、取得財産の管理方法など通常の経理処理とは違った業務管

理、経理処理等が必要になります。 

（※１） 

・実費弁済の考え方（受益性を排し、補助事業者が実際事業に要した経費を支払います。） 

・経費の区分管理（流用制限があります。） 

・補助事業とその他の事業との区分管理 

・時系列での資料整理（いつ行われたのか、日付が確認できるようにしてください。） 

※ 関係書類は、補助事業完了後、５年間は保管していただく必要がございます。 

 

■実績報告書の提出先 

 事業完了後に、実績報告書及び関係書類を郵送又は持参により、提出してい 

ただきます。 

 〒０３０－０８０１ 青森市新町２丁目４番１号 青森県共同ビル７階 

 公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター 総合支援課 

 電話：０１７－７７７－４０６６ ＦＡＸ：０１７－７２１－２５１４ 

 メール：soudan@21aomori.or.jp 



1 

 

【 目 次 】 

 

 

 

１  事務手続きの流れ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２  

２  主な事務手続き・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

３  支払証拠書類  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４  

４  留意事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

５  各補助対象経費の考え方・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

６  対象外経費  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

７  その他の留意事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 

８  補助金事務手続きに係る相談窓口・実績報告書類の提出先・ １２ 

９  関係証拠書類のファイルの仕方（例）・・・・・・・・・・・１３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



2 

 

１．事務手続きの流れ                               

 

（公財）２１あおもり

産業総合支援センター 

 
補助事業者 

 

①交付決定通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤完了確定検査 

・提出された実績報告

書及び添付書類の確認 

・現地確認検査 

 

⑥補助金の確定 

・補助金確定通知 

 

 

 

⑧補助金の支払 

 

 

 

 

 

・事業内容の変更 

・事業の中止（廃止） 

・事故報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②事業開始 

 

※必要に応じてセンターへ書類

を提出していただきます。 

（早めにご相談ください。） 

 

③事業完了 

※最長で、令和５年２月２０日 

まで 

事業活動と支払が完了している

こと。 

 

④実績報告書提出 

・実績報告書（第１０号様式） 

・事業報告書（第１１号様式） 

・収支精算書（第１２号様式） 

・添付書類（支払に係る根拠資

料） 

※提出期限：事業完了日から起

算して３０日以内、又は、令和

５年２月２４日（金）のいずれ

か早い日 

 

 

⑦補助金の請求 

・補助金請求書（第１４号様式） 

※補助事業に係る帳簿、支出の

根拠となる証拠書類について

は、事業終了後５年間は保管し

てください。 
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２．主な事務手続き                                

（１）交付決定通知（＝事業開始） 

   交付決定日（施行日）以降に、発注・契約・支払行為を行ってください。 

   当センターから発送する交付決定通知書記載の施行日が事業開始の合図となり

ます。重要な文書ですので、大切に保管してください。 

  事業期間中の経費のみが、補助対象となります。 

  ※交付決定前に行った発注・契約・支払等の行為は、本補助事業の内容に合致し

ていても、補助対象外となります。 

  ※事業期間外に事業費を支払している場合は、補助対象外となります。 

 

（２）事業計画の変更等 

   本補助事業は、各事業者が交付申請書に記載している内容、事業期間、経費で

事業に取り組むことを前提に、交付決定しています。 

   交付申請書に記載された事業の内容、事業期間、又は経費を変更しようとする

ときは、事前に事業変更等承認申請書（第６号様式）を提出していただき、当セ

ンターの承認を受ける必要があります。変更前の承認が必要となりますので、早

めにご相談ください。 

   また、事業を中止、あるいは、災害等により実施が困難となった場合などは、

事業中止（廃止）承認申請書（第７号様式）、事業遅延（事故）報告書（第８号様

式）により、申請・報告を行っていただきます。 

 

（３）実績報告書の提出（補助事業終了後） 

   補助事業が完了したときは、その日から起算して３０日を経過した日又は令和

５年２月２４日（金）のいずれか早い日までに、以下の書類をセンターに提出し

てください。 

 

  ①事業実績報告書（第１０号様式） 

  ②事業報告書（第１１号様式） 

  ③収支精算書（第１２号様式） 

  ④支払証拠書類 

 

（４）完了確定検査、補助金の確定 

   センターは、事業実績報告書等の提出を受けたのち、次の流れで補助金の額を

確定します。 

  ①提出いただいた内容の審査 

  ②現地調査、完了検査 

  ③（補助事業の実施結果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認

めたとき）補助金の額を確定し、補助事業者へ通知 
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 ○完了確定検査は、帳簿類（総勘定元帳等）の確認、支払関係書類の原本確認、補

助事業により作成したチラシ、リーフレット、Ｗｅｂページ等の確認のほか、制

作した装飾物等の確認、各種管理・受払簿の確認、事業の実施結果の確認等を行

います。 

 

※ 実績報告書の提出書類等に不備や提出漏れがあった場合、修正や追加の資料の 

提出依頼を行います。（適正に支出されているだけでは完了検査に通りません） 

 

【次の場合は、補助金を交付できませんのでご注意ください。】 

※依頼に対し修正や追加の資料提出がない場合 

※伝票、証拠書類の処理や保管に不備がある場合 等 

 

（５）補助金の支払 

センターから補助金確定通知書（第１３号様式）が届き次第、補助金請求書（第 

１４号様式）を提出してください。 

補助金請求書受領後１週間～２週間程度で補助金をお支払します。 

 

３．支払証拠書類（実績報告書に必要な添付書類）                  

 以下の（１）～（５）のうち、該当する項目に関しては、必要書類を確認のうえ、 

支払証拠書類として、実績報告書に添付ください。 

（１）支払等証明書類 

項 目 必要書類 ※原則としてすべて必要 

専門家謝金 専門家プロフィール、会議議事録、専門家の助言指導内容

報告書、謝金の源泉徴収申告書写し、振込依頼書又は領収

書 

専門家旅費 発着地のわかる資料、振込依頼書又は領収書 

通信運搬費 宅配業者の場合：発送伝票の写し、請求書、振込依頼書又

は領収書 

切手・はがきの場合：受払簿※請求書、振込依頼書又は領

収書、発送先名簿 

※受払簿：購入した切手・はがきの受数と払出数等の確認

簿 

印刷製本費 見積書、発注書、納品書、受払簿※、請求書、振込依頼書

又は領収書 

※受払簿：完成したリーフレット等の受数と配布数等の確

認簿 

広告宣伝費 見積書、発注書、納品書、受払簿※、請求書、振込依頼書

又は領収書、成果物 
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※受払簿：完成したリーフレット等の受数と配布数等の確

認簿 

原材料費 見積書、発注書、納品書、受払簿※、請求書、振込依頼書

又は領収書 

※受払簿：購入した原材料や副資材の購入数量と払出数量

の確認簿 

外注加工費 仕様書、見積書、委託契約書（若しくは、発注書）、納品

書、請求書、振込依頼書又は領収書、成果物 

委託費 仕様書、見積書、委託契約書（若しくは、発注書）、納品

書、請求書、振込依頼書又は領収書、調査結果等成果物 

 

（２）新メニューの開発、新サービスの開発等 

  ①開発した商品等の画像コピー 

   開発した商品の様子がわかる写真 

  ②開発したサービスの概要がわかる資料 

 

（３）ホームページの開設・改修・機能強化 

  ①開設・改修・機能強化したホームページ画面のコピーとその内容 

 

（４）広告等 

①リーフレット、チラシ等の作成・リニューアルの場合は、その原本 

  ②新聞・雑誌等の広告掲載した場合は、その写し 

  ③インターネット広告等の場合は、画面のハードコピー 

  ④動画制作の場合は、訪問確認。データがある場合は、そのデータ 

  ⑤ＴＶ放映、ラジオ等の場合は、訪問確認。データがある場合は、そのデータ 

 

（５）装飾物 

  ①制作した装飾物の写真、又は、写し 

 

※参考 事業報告書における添付書類 

見積書→発注書→納品書→検収書→請求書→振込依頼書（控え） 

 ※経費科目・事業内容・金額によっては、 

 仕様書（見積依頼書）、発注請書、契約書、在庫管理簿等が必要になります。  

※提出された書類は返却いたしません。（見積書等は写しを提出してください。）  

※また、ネットショッピングを活用して物品等の購入をされる場合は、物品及び価格

が 明示されたページのスクリーンショットの保存、WEB 領収書や WEB 受領明細

（物 品に同梱された納品書・宅配事業者の納品書など）の整備が必要であり、特

に、ご注意ください。ご不明な点は事前に問合せ窓口へご相談ください。 
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４．留意事項                                      

（１）見積書 

   必ず見積書を徴取してください。 

   １０万円以上の執行の場合は、２者以上から見積書を徴取して相手方を決定し

てください。（適正、かつ、安価な業者を選定してください。） 

   やむを得ない理由により、1者からのみ見積書を徴取した場合は、その選定理

由書※を添付してください。 

 

※ 選定理由として認められる例  

・本事業実施に必要な技術特許を所有している業者が１社しかないため  

・依頼しようとする業務について、実施可能な技術を有し、かつ、事業計画上、 

○年○月○日から○年○月○日の期間内で実施する必要があり、可能な業者が

他になかったため （この場合、他に問合せた業者名を記載し、比較のため、各

社の実施可能期間を記載してください。）  

・本事業の実施にあたっては、〇〇の理由により、〇〇が○年○月○日までに納  

品される必要があり、当該期日までに納品可能な業者が他になかったため。 

（この場合、他に問合せた業者名を記載し、各社の回答内容を明確に記載して

ください。） 

 

（２）振込依頼書 

   決済確認ができるもの（通帳の引き落とし部分、口座番号、氏名など）を添付

してください。インターネットバンキング等で振込依頼書が発行されない場合

は、画面のハードコピー等を添付してください。 

 

（３）支払方法 

○原則として銀行振込によるものとし、補助事業以外の事業と合算した支払いや、相殺

しての支払いはしないでください。 

〇振込手数料は補助対象外です。 

〇本補助事業申請者以外の口座等から支払った経費は、全て補助対象外です。 

〇やむを得ず現金払いをする場合は、必ず現金出納簿を作成するとともに、領収書を整

※ 選定理由として認められない例（＝当該経費は補助対象外となること。）  

・過去に取引実績があるため  

・近距離にあり、打合せ等がしやすいため  

・時間の融通が利きやすいため  

・〇〇から紹介してもらった業者であるため  

・口頭見積もりの結果、安価だったため  

・納期が早い業者だったため  

・見積書を徴収した場合、費用が発生するため 
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理して下さい。 

※ これまで、「現金払」で補助経費を支払った結果、支払確認ができずに、結果と

して補助金の支払ができなかった事例が複数あります。 

〇 やむを得ずクレジットカード払いをする場合は、カード名義及び支払い口座名義 

ともに、補助事業申請者である必要があります。 

  ※ また、やむを得ずクレジットカード払いをした場合は、口座引き落とし日が、補助 

事業の期間内である必要があります。 

○ 仮想通貨・クーポン・ポイント・金券・商品券（プレミアム付き商品券を含 
む）・電子マネーの利用等は認められません。 

 

 

５．各補助対象経費の考え方                             

 

① 謝金 

  事業を行うために必要な謝金（外部専門家等による会議等への出席、新メニュー・

新サービス開発にかかる指導・助言に対する謝礼金） 

 ＜注意事項＞ 

 〇 金額は社会通念上妥当なものである必要があります。原則として、専門家の謝金単価

は以下の通りとします（消費税抜き）。 

☆大学教授、弁護士、弁理士、公認会計士、医師：１日５万円以下 

☆大学准教授、技術士、中小企業診断士、ITコーディネータ：１日４万円以下 

 〇 会議、委員会等を設置するにあたっては、委員の委嘱、就任承諾書の徴収、委嘱状の

交付等の手続きを行ってください（事業主体の役員、職員等を委員として委嘱する場合

も同様です。）。また、委員会等の開催は、文書（電子メールを含む）で通知するものと

し、開催通知の写し等は他の帳票類と合わせて保管しておくとともに、開催日時、場所、

出席者、議事内容を記録した議事録、講義内容を記録した講義録等を作成してください。 

〇 補助事業者である社員・職員及び委員会オブザーバーへの人件費・謝金等は対象にな

りません。 

〇 謝金の支払いに当たっては、補助事業者において必要な率の源泉徴収を行い、所轄税

務署へ納付してその証拠書類を保存してください。 

〇 補助事業者に指導・助言をする専門家等に対する謝礼金は 「①謝金」に該当し、 指

導・助言以外の業務を受託した専門家等に対する謝礼金は、「⑲委託費」に該当します。 

〇 謝金は原則としてその都度支払うものとし、一括払いは行わないでください。 

〇 招聘した専門家から受けた指導・助言の内容は、会議議事録等と同様に、記録・保 

管してください。 

 

＜Ｑ＆Ａ＞ 

Ｑ 長期間（３ヶ月程度）専門家を招聘し、新商品開発に係る指導・助言を受ける場合の謝

金は補助対象となりますか。また、専門家の滞在費用（家賃、食費等）を含めることがで
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きますか。 

 

Ａ 補助対象となりません。当補助金では、人件費は補助対象外としており、質問の事例は

人件費としての支出に近いものと推測されます。なお、専門家の滞在費用（家賃、食費等）

は補助事業に直接必要な経費とは考えられないため、補助対象に含めることはできませ

ん。 

 

② 旅費（専門家旅費） 

 指導･助言等を受けるために招聘した専門家に旅費として支払われる経費 

  

＜注意事項＞ 

 〇 補助対象となるものは、補助事業者が定める旅費規程等により最も経済的及び合理

的な経路により算出されたものとなります。（ただし、センターの旅費規程に定める金

額を上限とします。）可能な限り、往復割引、割引切符等の活用をお願いします。 

 〇 補助事業者が旅費規程等に定める場合であっても、グリーン車、ビジネスクラス等の

特別に付加された料金は補助対象となりません。 

 〇 補助事業以外の用務が一連の旅程に含まれる場合は、補助対象になりません。 

 〇 委員等に一律に支給する旅費、交通費、タクシー代等は原則として補助対象になりま

せん。 

 

（旅費の支給額） 

 〇 交通費は原則として、実費を補助対象とします。 

 〇 私用車使用にかかる経費は、補助事業者が旅費規程等に定める金額を補助対象とし 

ます。（公共交通機関を利用できない場合、私用車を利用することが合理的と認められ 

る場合に限ります。） 

 〇 宿泊費は、実費又は補助事業者が旅費規程等に定める金額を補助対象とします。 

〇 補助事業者が旅費規程等を定めている場合であっても、センターの旅費規程に定め

る金額を上限とします。 

  ＜センター旅費規程に定める内容＞ 

●国内宿泊料(一夜につき) 

  ・甲地方（東京２３区内等）：１３，０００円 乙地方：９，８００円 

  ※甲地方とは、国家公務員等の旅費に関する法律別表第１の１備考に規定する甲地

方の地域をいい、乙地方とは、その他の地域をいいます。 

  ●日当（交通費以外の支出がある場合） 

・県外宿泊を伴う場合の旅行雑費 1,200円／日、県内宿泊は 200円／日、日帰り旅行 

雑費 200円（100km以上の場合） 

  ●グリーン車、ビジネスクラス等の付加料金、タクシー代、レンタカー代、また、高速

道路及び有料道路等の利用料は補助対象外です。 

  ●私用車使用の場合のガソリン代 
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   ２５円／ｋｍ（ただし、２ｋｍ未満の旅程は対象外です。） 

 〇 専門家経費支出対象者には、技術導入費、外注費を併せて支出することはできません。 

 〇 応募申請時に事業計画の作成を支援した者は専門家経費の補助対象外とします。 

 

＜Ｑ＆Ａ＞  

Ｑ 招聘する専門家の随行者に対する旅費の支払は補助対象となりますか。 

Ａ 補助対象となりません。 

 

 

③ 通信運搬費 

  運搬料、宅配・郵送料等として要する経費 

 

＜注意事項＞ 

 〇 切手代、資料の発送費等で他の事業の経費と明確に区分できるものに限ります。また、

他の取引との混合払いをせずに、補助対象事業での支払いであることが明確に分かる

ようにしてください。 

 〇 電話代、FAX代、インターネット利用料金等の通信費等は、原則補助対象外です。 

 〇 切手を保有する場合は、受払簿、発送名簿を作成してください。なお、実際に郵送に

使用した数量分のみが補助対象経費となります。 

 〇 宅配業者を利用する場合は、発送伝票も保管してください。 

 

 

④ 印刷製本費 

  事業で使用するパンフレット、リーフレット、チラシ等の印刷・製本等に要する経

費 

 

＜注意事項＞ 

 〇 補助事業における新メニューや新サービス等の広報を目的としたパンフレット、リ

ーフレット、チラシは、補助期間中に実際に配布した数量分のみが補助対象経費となり

ます。 

 〇 配布先等について配布先、配付部数の記録・リスト作成など整理するとともに、配付

したパンフレット等を２部（保管用及び提出用）保管してください。 

 〇 補助金交付申請書、実績報告書等の書類作成に係る費用は補助対象となりません。 

 〇 企業内部における印刷（コピー）に係る費用は補助対象となりません。 

〇 パンフレット、リーフレット、チラシ等の印刷・製本のみを外注する場合の経費は 

「印刷製本費」に該当し、構成・デザイン等を含めて一体的に外注する場合の経費は、

「広告宣伝費」に該当します。 
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⑤ 広告宣伝費 

  補助事業で開発した新メニュー・新サービス等のＰＲを目的としたポスター・Ｗｅｂ

ページ等の作成、新聞広告、ＴＶ放映及びラジオ等の活用に要する経費 

 

＜注意事項＞ 

 〇 補助事業における新メニュー・新サービス等の広報を目的としたしたものが補助対

象であり、単なる会社のＰＲや営業（販売）活動に活用される広報費は、補助対象とな

りません。 

 〇 新聞、雑誌等へ広告を掲載した場合は原本を整理・保管してください。 

 〇 補助事業における新メニューや新サービス等の広報を目的としたパンフレット、リ

ーフレット、チラシは、補助期間中に実際に配布した数量分のみが補助対象経費となり

ます。 

〇 パンフレット、リーフレット、チラシ等構成・デザイン等を含めて一体的に外注する

場合の経費は、「広告宣伝費」に該当し、印刷・製本のみを外注する場合の経費は 「印

刷製本費」に該当します。 

 

 

⑥ 原材料費 

 新メニュー・新サービスの開発に必要な原材料および副資材の購入に要する経費 

 

＜注意事項＞ 

〇 事業を行うために必要なものであって、「備品費」に属さない原材料（ただし、当該

事業のみで使用されることが確認できるもの）の購入に関する経費をいいます。 

〇 新メニュー・新サービスの開発に必要な原材料および副資材であっても、耐久性のあ

る物品で使用により直ちに消耗することなく、かつ、通常の状態においてその性質又は

形状を失わず長期の使用に耐えうる物品は、「備品費」に該当しますので、対象外とな

ります。 

〇 購入する原材料等の数量は必要最小限にとどめ、補助事業終了時には使い切ること

を原則とします。補助事業終了時点での未使用残存品は補助対象となりません。 

〇 取得した物品等については、十分な注意を払って管理するとともに、受払簿等をきち

んと作成し、整理しておいてください。 

〇 補助対象の原材料を使用して製造販売することはできません。 
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⑦ 外注加工費 

  新メニュー・新サービスに係る加工作業を、外部業者に委託するのに要する経費 

 

＜注意事項＞ 

〇 事業を行うために必要な加工作業等に係る経費の中で、補助事業者が直接実施する 

ことができないもの、又は適当でないものについて、他の事業者に外注するために必要 

な経費をいいます。 

〇 外注内容、金額等が明記された契約書等を締結し、発注する側である補助事業者に成 

果物等が帰属する必要があります。 

〇 適正な取引が行われていることを明らかにするため、また積算金額を明確にするた 

めに、必ず仕様書を作成してください。 

 

 

⑧ 委託費 

 上記①～⑦に該当しない経費で、当該事業遂行に必要な業務を、外部事業者に外注（委

託）するのに要する経費 

 

＜注意事項＞ 

〇 事業を行うために必要な委託に係る経費の中で、補助事業者が直接実施することが 

できないもの、又は適当でないものについて、他の事業者に外注するために必要な経費 

をいいます。 

〇 委託内容、金額等が明記された契約書を締結し、委託する側である補助事業者に成果 

物等が帰属する必要があります。 

 〇 適正な取引が行われていることを明らかにするため及び積算金額を明確にするため

に、必ず仕様書を作成してください。 

〇 補助事業者に指導・助言をする専門家等に対する謝礼は 「謝金」に該当し、 指導・

助言以外の業務を受託した専門家等に対する謝礼は、「委託費」に該当します。 

 

６．対象外経費                                   

 上記５に掲げる各費目に係る経費以外は、補助対象外となります。また、上記に掲

げる経費であっても、下記に該当する経費は補助対象となりません。 

〇補助事業の目的に合致しないもの 

〇必要な経理書類を用意できないもの 

〇人件費、臨時的に雇い入れた者（アルバイト）の賃金 

〇グループ会社等に対し外注する際の経費 

〇工事費 

〇通常の生産活動のための設備投資の費用、事務所等に係る家賃（本事業対象以外
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のもの）、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費 

〇電話代、インターネット利用料金等の通信費 

〇販売を目的とした製品、商品等の生産・調達に係る経費 

〇名刺や文房具等の事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費 

〇金融機関等への振込手数料（取引先が負担し、取引額の内数となる場合を除く。） 

〇公租公課（消費税を含み、旅費に係る出入国税を除く。） 

〇各種保険料（旅費に係る航空保険料、展示会等出展に係るものを除く。） 

〇補助金計画書、交付申請書等の書類作成に係る費用 

〇上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

 

７．その他留意事項                              

（１）本補助事業の実施に当たっては、交付要領に従うとともに、関係法令を遵守し

てください。 

（２）本補助事業については、直接生じた収益金について、補助金交付時に、交付す

べき金額から相当分を減額して交付する取扱いとなります。  

（３）補助事業の進捗状況確認のため、センター職員等が実施検査に入ることがあり 

ます。また、補助事業終了後、補助金使用経費に掛かる総勘定元帳等の検査に入 

ることがあります。  

（４）本補助事業の採択事業者に対し、補助金を活用して取り組む事業やその効果等 

を把握するためのアンケート調査を実施しますので、その際にはご協力お願いし

ます。  

 

８．補助金事務手続きに係る相談窓口・実績報告書類の提出先                              

  公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター 総合支援課  

  住 所：〒０３０－０８０１ 

      青森市新町二丁目４番１号 青森県共同ビル７階 

  電 話：０１７－７７７－４０６６ 

  ＦＡＸ：０１７－７２１－２５１４ 
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９．関係証拠書類のファイルの仕方（例）                    

 

 

  関係証拠書類は、補助金の費目区分に従い、経費ごとに下図を参考にして、 

ファイルしてください。 

 

   

 

   ○○○○ 

 

  

① 

 

←インデックス（一覧表の整理番号に一致させる） 

  

 

 

 

 

 

    整理番号１ 

（
成
果
物
） 

預

金

通

帳 

(写

) 

・ 

当

座

勘

定

照

合

表 

 

 

 

領

収

書 

又

は

振

込

依

頼

書 

 

 

 

請

求

書 

 

 

 

検

収

調

書

(写

) 

 

 

 

納

品

書 

 

 

 

委

託

契

約

書

又

は

請

書 

 

 

 

見

積

書・ 

相

見

積

書 

 

  

  

  

  

   

   

   

   

   

    

  

  （注）１．用紙のサイズはＡ４としてください。 

    ２．定形伝票の場合にはＡ４の用紙に貼付してファイルしてください。 

    ３．伝票に複数の物件が一括計上されている場合には、金額の大きい物件に正本を

ファイルし、他の物件にはそのコピーをファイルしてください。 

 
 


